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２０２３年１２月２１日 

茨城県営業戦略部空港対策課 

 

訪日誘客支援空港への支援継続に関する 
国土交通省への要望結果について 

 

茨城県及び訪日誘客支援空港が所在する関係県が、国土交通省に対し、訪日誘客支援空

港への着陸料やグランドハンドリング等の運航経費の支援継続について、連名で要望を実

施しました。 

 

１ 要望日時・場所 

令和５年 12 月 20 日（水）14 時 30 分から 14 時 45 分 

国土交通省（中央合同庁舎３号館） 

 

 

２ 横山副知事コメント 

・地方空港としても、新たな路線誘致の動きを促進させるとともに、インバウンド誘客

に積極的に取り組む所存であることから、本日は、国による訪日誘客支援空港への着

陸料等の支援の継続について要望したい。 

・現状、受入環境の整備が最重要であることは理解するものの、観光立国推進基本計画

において、「地方空港の着陸料軽減等の取組により、早期の国際線再開・路線定着等

を図る」こととされていることを踏まえ、再度、地方空港に対し国際路線の定着に必

要な支援措置をご検討願いたい。 
 
３ 蔵持航空ネットワーク部長コメント 

・今回の要望を受けて、これまで実施してきた訪日誘客支援空港への支援の効果を実

感できた。 

・予算が限られる中で、全体的に優先順位を付けて、支援を実施する必要があり、今

回はグランドハンドリングの人手不足の課題解消に直結する施策を実施することと

した。 

・皆様からご要望いただいたことを踏まえ、課題解消の目途が立った次の段階で、そ

の時の課題を整理し、施策を検討したいので、引き続きご意見をいただきたい。 
 
４ 要望の背景 

国土交通省においては、平成 29 年度より国際線の誘致に取り組む地方空港を「訪日誘

客支援空港」と認定し、着陸料やグランドハンドリング等の運航経費の支援を行ってい

ましたが、令和６年度はこれらの支援に代えて、グランドハンドリング等の空港業務の

体制強化に係る支援に重点化する予定とのことです。 

地方空港において新規就航等の実現等を促進するためには、国による支援が必要であ

り、観光立国推進基本計画(令和５年３月 31 日閣議決定)においても、「地方空港の着陸

料軽減等の取組により、早期の国際線再開・路線定着等を図る」こととされていることか

ら、国に対して要望するものです。 

なお、要望活動を強力に推進するため、本県ほか、関係県※が連名で要望することとな

りました。 

※青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、長野県、静岡県、鳥取県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、熊本県、宮崎県、鹿児島県 計 18 県 

(うち、秋田県、鳥取県、広島県、香川県、高知県、鹿児島県関係者は要望に同席) 
 
５ 要望内容 

別紙「要望書」のとおり 

要望書手交の様子 

（向かって要望書 右側：横山副知事、左側：蔵持部長）



 

要 望 書 

  

 国土交通省においては、地方空港における国際線の新規就航等を促進

するために、高いレベルの誘客・就航促進の取組を行う地方空港を「訪日

誘客支援空港」と認定した上で、着陸料やグランドハンドリング等の運航

経費の支援を実施してきたところである。 

 

地方空港においては、これらの支援を活用しながら、新規就航等の実現

や運休路線の早期の運航再開に取り組んでいるが、国土交通省航空局に

よれば、令和６年度は着陸料等の支援を実施せず、航空機の運航に不可欠

なグランドハンドリング等の空港業務の体制強化に係る支援に重点化す

る予定とのことである。 

 

空港業務の持続的な発展に向けては、このような体制強化も重要であ

る一方、地方空港において、新規就航等の実現や運休路線の早期の運航再

開を促進するためには、着陸料等の支援が必要である。 

 

 観光立国推進基本計画(令和５年３月 31日閣議決定)においても、政府

が総合的かつ計画的に講ずべき施策として、「インバウンド需要の回復・

増加に的確に対応するため、「地方イン・地方アウト」のインバウンド再

生による地方活性化や訪日外国人旅行者の受入拡大のため、地方空港の

着陸料軽減等の取組により、早期の国際線再開・路線定着等を図る。」こ

ととされている。 

 

ついては、訪日誘客支援空港への着陸料及びグランドハンドリング等

の運航経費の支援について、下記を強く要望する。 

 

記 

 

１ 訪日誘客支援空港への着陸料及びグランドハンドリング等の運航経

費の支援を継続すること。 

 

２ 支援の継続にあたっては、支援期間の拡大及び空港ごとの支援上限

額の引き上げなど内容を拡充すること。 

 

  



 

2023 年 12 月 20 日 

 

青森県知事  宮下宗一郎 

岩手県知事   達増 拓也 

宮城県知事  村井  嘉浩 

秋田県知事   佐竹 敬久 

山形県知事   吉村美栄子 

茨城県知事   大井川和彦 

長野県知事   阿部 守一 

静岡県知事   川勝 平太 

鳥取県知事  平井 伸治 

岡山県知事  伊原木隆太 

広島県知事  湯﨑 英彦 

山口県知事   村岡 嗣政 

徳島県知事   後藤田正純 

香川県知事   池田 豊人 

愛媛県知事   中村 時広 

高知県知事   濵田 省司 

熊本県知事  蒲島 郁夫 

宮崎県知事   河野 俊嗣 

鹿児島県知事  塩田 康一 


